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令和７年度第２回独立行政法人都市再生機構 

事業評価監視委員会の開催等について 

 

独立行政法人都市再生機構は、令和７年９月９日に令和７年度第２回事業評価監視委員会

を開催しましたので、その開催概要等についてお知らせします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せは下記へお願いします。 

【事業評価について】 

本社 経営企画部 投資管理課 

    （電話）０４５－６５０－０３８１ 

【事業実施基準適合検証について】 

本社 都市再生部 事業企画室 

    事業企画課 

（電話）０４５－６５０－０３６８ 

 本社 広報室 報道担当 

    （電話）０４５－６５０－０８８７ 
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開催概要等 

 

１ 令和７年度第２回事業評価監視委員会の開催概要 

(1) 開催日等 

  ① 日  時：令和７年９月９日（火） 14:00から 16:05まで 

  ② 開催場所：独立行政法人都市再生機構 会議室（新宿アイランドタワー22階） 

(2) 事業評価監視委員会委員 

・岡 絵理子  （関西大学環境都市工学部教授） 

・楓  千里  （國學院大學観光まちづくり学部教授） 

・河島  均  （元東京都技監） 

・岸井 隆幸  （日本大学名誉教授） 

・清野 由美  （ジャーナリスト・都市再生コーディネーター） 

・菰田 正信  （三井不動産株式会社代表取締役会長） 

・澤野 正明  （弁護士） 

・谷口  守  （筑波大学システム情報系社会工学域教授） 

・深尾 精一  （首都大学東京名誉教授） 

（五十音順・敬称略。所属・役職は開催当時のもの） 

(3) 議事 

 ① 審議内容（事業評価）の説明 

令和７年度事業再評価実施対象事業３件について、事業目的、事業の実施環境の概

要、対応方針案及び対応方策案決定の理由について、都市再生機構から説明した。 

  ④ 審議（事業評価（事業再評価）） 

【別紙１】のとおり意見があった。 

 

２ 都市再生事業の実施基準の適合検証結果及び事業評価監視委員会の評価について 

(1) 今回の委員会において、計３地区の事業評価（事業再評価）を行った。対応方針は

【別紙２】のとおり（令和７年９月 18日 都市再生機構にて決定）。 

(2) これまでの委員会において審議した都市再生事業のうち、事業に着手したことによ

り新たに公開する都市再生事業の実施基準適合検証結果及び委員会の評価は以下の

とおり。 

地区名 所在地 審議年月及び検証結果等 ページ 

橋本駅周辺地区 
神奈川県

相模原市 

審議年月：平成 29年３月 

【別紙３】のとおり 
P６～P24 
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３ 事業評価監視委員会提出資料等の公開 

令和７年 10月末までに都市再生機構本社、東北震災復興支援本部、東日本賃貸住宅本

部、中部支社、西日本支社及び九州支社にて閲覧に付す。 

 

 

 UR都市機構の歩みは戦後の住宅不足解消に端を発しています。1955年から様々なステ

ークホルダーとともに、時代時代の多様性に即し、安全・安心・快適なまちづくり・くら

しづくりを通して、「人が輝く“まち”」の実現に貢献してまいりました。そしてこれから

も、変化する社会課題に挑戦し続けることで皆さまにお応えし、「人が輝く”まち”」づく

りに不可欠な存在でありたいと考えております。これまで培ってきた持続可能なまちづく

りのノウハウをいかし、都市再生事業・賃貸住宅事業・災害復興支援・海外展開支援に全

力で取り組んでまいります。 

https://www.ur-net.go.jp/ 
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【別紙１】 

 

事業再評価実施対象事業の対応方針案と委員会の意見 

 

団地・地区名 所在地 
対応方針案 左記に対する 

事業評価監視

委員会の意見  理由及び事業中止に伴う事後措置の内容  

品川駅街区地区 

〔土地区画整理事業〕 

東京都 

品川区 
 

事業継続 

・対応方針案の

とおり 

〔理由〕 

・事業が相当程度進捗し、節目となる保留地

処分及び駅ビル建築着工の目途（Ｒ８

(2026).３予定）が立ったところ。 

・引き続き、「国際交流拠点・品川」の形成に

向け、コスト管理に努めながら基盤整備等を

着実に実施する必要がある。 

以上のことから「事業継続」 

品川駅西口地区 

〔土地区画整理事業〕 

東京都 

品川区 
 

事業継続 

・対応方針案の

とおり 

・非常に複雑な

事業であるた

め、様々なリス

クを意識しつ

つ、将来の維

持管理を含

め、引き続き

多岐にわたる

関係者と調整

を図ること。 

〔理由〕 

・土地区画整理事業の工事に着手したとこ

ろ。 

・引き続き「国際交流拠点・品川」の形成に向

け、コスト管理に努めながら基盤整備等を着

実に実施する必要がある。 

以上のことから「事業継続」 

広町二丁目地区 

〔土地区画整理事業〕 

東京都 

品川区 
 

事業継続 

・対応方針案の

とおり 

・大井町の個性

を意識しつつ、

周辺まちづくり

との協調に努

めること。 

〔理由〕 

・目標スケジュールに沿って事業が進捗して

いる。 

・今後も、区の中心核としてふさわしい複合拠

点を形成するために、関係者と連携しなが

ら、基盤整備等を推進していく必要がある。 

以上のことから「事業継続」 
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【別紙２】 

 

 

 

事業再評価実施対象事業の対応方針 

 

団地・地区名 事業手法等 対応方針 

品川駅街区地区 土地区画整理事業 事業継続 

品川駅西口地区 土地区画整理事業 事業継続 

広町二丁目地区 土地区画整理事業 事業継続 
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都市再生事業実施基準適合検証調書 

地 区 名 橋本駅周辺地区 

 目 的 「民間都市再生事業の支援」 

 所 在 神奈川県相模原市緑区橋本一丁目、橋本二丁目の各一部  

 地 区 面 積 約１４．３ha 

 検 証 年 度 平成２８年度 

地

区

の

概

要 

位 置 

・交通条件 
ＪＲ横浜線・相模線橋本駅、京王相模原線橋本駅  に隣接  

従前の状況  
【用途地域等】  

【土地利用状況】 

第二種住居地域（60%／200%） 

地区の大半を県立相原高校が立地し、その他は住宅等が立地 

事 業 の 

経 緯  

平成 24 年 2 月  

 

平成 25 年 9 月  

平成 26 年 6 月  

平成 27 年 7 月  

 

平成 28 年 8 月  

神奈川県及び相模原市がリニア新駅を『橋本駅周辺』に誘致

することを合意  

ＪＲ東海が、神奈川県内の駅を橋本駅付近とすることを公表  

広域交流拠点基本計画の策定・公表（相模原市）  

「都市再生緊急整備地域（相模原橋本駅周辺・相模原駅周

辺地域）」として国が拡大指定  

広域交流拠点整備計画を策定・公表（相模原市）  

そ の 他  －  

計 画 諸 元 

○事業計画概要  

《土地区画整理事業》 

橋本駅周辺地区において、公共施設整備と土地利用転換の一体的な

推進により、賑わいや回遊性のある都市空間の形成を図り、「広域交流

拠点」としての質の高いまちづくりを実現する。 

○土地利用計画 

   従前 従後 

 公共用地 2.2ha 4.4ha 

  道 路 1.4ha 3.5ｈa 

  広場等 0.8ha 0.9ha 

 宅  地 12.1ha 9.9ha 

合  計 14.3ha 14.3ha 

    

  

- 6 -



 

 

都市再生事業実施基準適合検証調書 

地 区 名 橋本駅周辺地区 

都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
状
況 

民

間

都

市

再

生

事

業

の

支

援 

国の関与する

計画 

・都市再生緊急整備地域「相模原橋本駅周辺・相模原駅周辺地域」の

区域（H27.7区域拡大） 

適
合 

地方公共団体の

意向 

相模原市からの要請文に 

・リニア新駅設置を契機とした首都圏南西部における広域交流拠点整

備に向け、平成２８年８月に策定した「相模原市広域交流拠点整備

計画」に相応しい土地利用の実現と基盤整備を図るため、機構に対

し土地区画整理事業の施行を要請する 

との記載があり、妥当と判断 

適
合 

地権者等の意向 

最大の地権者である神奈川県からの要請文に 

・公共施設整備と土地利用転換の一体的な推進や民間開発事業の適切

な誘導を図ることとしており、そのため都市再生に関する豊富な実

績・経験と公平中立的な立場である貴機構が有する土地区画整理事

業の施行権能が必要である 

との記載があり、妥当と判断 

適
合 

政策実現効果 

・機構が土地区画整理事業により、公共施設及び敷地の整備を行い、

民間事業者による街区開発等を通じて、地域整備方針や整備計画等

に沿った多様な機能が集積され、広域交流拠点が形成される 

  ・民間建設投資誘発 

  ・交通結節点機能の強化 

  ・必要な都市基盤施設の整備 

適
合 

民間事業者支援

の内容 

・業務方法書第２条の５第１項第五号イ（事業の長期化のおそれがあ

る等の事業に内在するリスクが軽減されること）及びロ（機構の有

する中立性・公平性の活用が図られること）に該当 

適
合 

機構に代わる民

間事業者公募の

実施 

・事業実施に伴い大規模な公共施設整備が必要であること等から、機

構が有する土地区画整理事業の施行権能が必要であり、公募に同意

しない旨の相模原市の意向が確認できたため、公募は不要 

適
合 

事業の採算性 
・事業実施に伴う想定キャッシュフローの正味現在価値及び事業収支

はともに適正に確保されている 

適
合 

確認結果 適合 

上記検証結果に対する事

業評価監視委員会の評価
 
都市再生事業実施基準に従い、適切に検証が行われている。 

高速バスのあり方について、地元自治体とよく連携すること。
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橋本駅周辺地区 

位 置 図 
 

区 域 図 

 

 

地図使用承認©昭文社第 56G107 号 

地図使用承認©昭文社第 56G107 号 

Ｊ
Ｒ
相
模
線 

橋本駅 

橋本駅周辺地区 

橋本駅周辺地区 
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橋
本
駅
周
辺
地
区

平
成
2
9
年
3
月
7
日

独
立
行
政
法
人
都
市
再
生
機
構

平
成

28
年
度

第
４
回
事
業
評
価
監
視
委
員
会

都
市
再
生
事
業
実
施
基
準

検
証
結
果

※
平
成

29
年
３
月
７
日
の
審
議
時
の
予
定
で
あ
り
、
現
時
点
の
も
の
と
は
異
な
り
ま
す
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出
典
：
相
模
原
市
広
域
交
流
拠
点
基
本
計
画
(平
成
2
6
年
6月
)

●
熊
谷 清
瀬

●

● 登
戸

●
川
越

●
大
船

三
鷹
●

●
新
横
浜

交
通
の
要
衝
と
し
て
の
利
便
性
・優
位
性
（駅
勢
圏
）

凡
例

リ
ニ
ア
駅

リ
ニ
ア
路
線

相
模
原
市
域

神
奈
川
県
駅

品
川
駅

山
梨
県
駅

1
都
4
県
（
東
京
都
、
埼
玉
県
、
千
葉
県
、
神
奈
川
県
、
山
梨
県
）
の

中
で
各
リ
ニ
ア
駅
へ
の
ア
ク
セ
ス
時
間
（
鉄
道
・
道
路
）
を
比
較
し
、

各
駅
へ
の
所
要
時
間
が
最
小
と
な
る
地
点
の
各
駅
の
駅
勢
圏

○
広
域
的
な
ポ
テ
ン
シ
ャ
ル

-1
-

Ｊ
Ｒ
橋
本
駅
付
近

品
川
駅
地
下

山
梨
県
駅
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Ｊ Ｒ 相 模 線

2k
m

東
京
都
町
田
市

多
摩
境

東
京
都

八
王
子
市

上
溝

●
相
模
原
市
役
所

中
央
区
役
所

相
模
総
合
補
給
廠

（
約
2
1
4
h
a
） Ｊ
Ａ
Ｘ
Ａ

相
模
原

キ
ャ
ン
パ
ス
●

緑
区
役
所
●

●
職
業
能
力
開
発

総
合
大
学
校
跡
地

（
約
2
4
h
a
）

南
橋
本

こ
の
地
図
の
作
成
に
当
た
っ
て
は
、
国
土

地
理
院
長
の
承
認
を
得
て
、
同
院
発
行
の

基
盤
地
図
情
報
を
使
用
し
た
。

（
承
認
番
号

平
2
7
情
使
、
第
1
2
9
号
）

相
原

相
模
原
I.C
.

橋
本

※
小
田
急
多
摩
線
延
伸
検
討
会
（
相
模
原
市
・
町
田
市
）資
料
を
参
考
に
作
図

工
専

工
業

工
業
機
能
が
集
積

し
て
い
る
エ
リ
ア

都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
（

約
89
ha
）

「
相
模
原
橋
本
駅
周
辺

・
相
模
原
駅
周
辺
地
域

」

拡
大

区
域

（
約

53
ha
）

【
Ｈ

27
.7
拡

大
】

-2
-

相
原
高
校
●

○
位
置
図
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Ｊ Ｒ 相 模 線

イ
ン
タ
ー
ま
で
の
ア
ク
セ
ス
道
路
整
備

京
王
相
模
原
線

優
先
的
に
土
地
利
用

を
図
る
地
区

（
南
口
地
区
）

-3
-

北
口
地
区
（既
存
）
～
生
活
・
文
化
の
核
～

暮
ら
し
と
文
化
、
賑
わ
い
の
複
合
ゾ
ー
ン

商
業
、
都
市
型
住
宅
、
文
化
（
杜
の
ホ
ー
ル
は
し
も
と
、
橋
本
図

書
館
等
）
、
行
政
（
シ
テ
ィ
プ
ラ
ザ
は
し
も
と
、
男
女
共
同
参
画
推

進
セ
ン
タ
ー
、
緑
区
公
民
館
等
）

橋
本
大
山
町
地
区
（既
存
）

～
創
造
・文
化
の
核
～

芸
術
文
化
と
賑
わ
い
の
複
合
ゾ
ー
ン

芸
術
（
ア
ー
ト
ラ
ボ
は
し
も
と
）
、
ス
ポ
ー
ツ
、
商
業

○
橋
本
駅
周
辺

橋
本
都
市
拠
点
地
区
（既
存
）

～
生
活
・産
業
の
核
～

市
民
生
活
と
産
業
支
援
ゾ
ー
ン

産
業
振
興
（
さ
が
み
は
ら
産
業
創
造
セ
ン
タ
ー
）
、

行
政
（
緑
区
役
所
等
）
、
商
業
、
都
市
型
住
宅

南
口
地
区
（
新
た
な
核
）
～
交
流
・
連
携
の
核
～

市
内
外
と
の
交
流
・
連
携
、
情
報
発
信
ゾ
ー
ン

※
平
成

29
年
３
月
７
日
の
審
議
時
の
予
定
で
あ
り
、
現
時
点
の
も
の
と
は
異
な
り
ま
す
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こ
の
地
図
の
作
成
に
当
た
っ
て
は
、
国
土
地
理
院
長
の
承
認

を
得
て
、
同
院
発
行
の
基
盤
地
図
情
報
を
使
用
し
た
。

（
承
認
番
号

平
2
7
情
使
、
第
1
2
9
号
）

＜
凡
例
＞ 土
地
区
画
整
理
区
域
(1
4
.3
ha
)

県
立
相
原
高
校

リ
ニ
ア
駅
（
想
定
）

ア
リ
オ
橋
本

相
模
原

協
同
病
院

（
県
有
地
）

ミ
ウ
ィ
橋
本

橋
本
変
電
所

京
王
「
橋
本
」
駅
改
札
口

Ｊ
Ｒ
「
橋
本
」
駅
改
札
口

約
3
5
0
ｍ

約
2
5
0
ｍ自
由
通
路

高
圧
線
鉄
塔

県
立
相
原
高
校

区
域
の
全
域
が
第
二
種
住
居
地
域

（
建
ぺ
い
率
6
0
％
、
容
積
率
2
0
0
％
）
・
準
防
火
地
域

リ
ニ
ア
改
札
口
（
想
定
）

○
区
域
図

橋
本

シ
テ
ィ
プ
ラ
ザ

-4
-

※
平
成

29
年
３
月
７
日
の
審
議
時
の
予
定
で
あ
り
、
現
時
点
の
も
の
と
は
異
な
り
ま
す

- 13 -



リ
ニ
ア
駅
の
範
囲
（
想
定
）

橋
本
駅
周
辺
地
区

③
南
口
駅
前
広
場

④
相
原
高
校
西
側
道
路

出
典

：
相
模
原
市
公
開
地
理
情
報

シ
ス
テ

ム

③

⑤

②

④

○
現
況

②
JR
橋
本
駅
自
由
通
路
（
幅
員
6
.5
m
）

⑤
相
原
高
校
北
側
道
路
・
京
王
線
高
架
橋 -5

-

①

①
JR
橋
本
駅
北
口

※
平
成

29
年
３
月
７
日
の
審
議
時
の
予
定
で
あ
り
、
現
時
点
の
も
の
と
は
異
な
り
ま
す

- 14 -



○
主
な
経
緯

-6
-

神
奈
川
県
及
び
相
模
原
市
が
リ
ニ
ア
新
駅
を
『
橋
本
駅
周
辺
』
に
誘
致
す
る
こ
と
を
合
意

相
模
原
市
が
広
域
交
流
拠
点
基
本
計
画
検
討
委
員
会
を
設
置

平
2
4
.2

同
検
討
委
員
会
コ
ア
・
ワ
ー
キ
ン
グ
の
設
置

※
機
構
の
参
加

平
2
4
.1
0

Ｊ
Ｒ
東
海
が
、
神
奈
川
県
内
の
駅
を
橋
本
駅
付
近
と
す
る
こ
と
を
公
表

平
2
5
.9

広
域
交
流
拠
点
基
本
計
画
の
策
定
・
公
表
（
相
模
原
市
）

平
2
6
.6

相
模
原
市
が
広
域
交
流
拠
点
整
備
計
画
検
討
委
員
会
を
設
置

［
広
域
交
流
拠
点
整
備
計
画
案
の
作
成
を
目
的
］

平
2
6
.8

都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
の
区
域
拡
大

平
2
7
.7

広
域
交
流
拠
点
整
備
計
画
検
討
委
員
会
に
よ
る
整
備
計
画
の
答
申

平
2
8
.3

広
域
交
流
拠
点
整
備
計
画
を
策
定
・
公
表
（
相
模
原
市
）

平
2
8
.8

- 15 -



○
上
位
計
画
等

【
相
模
原
市
広
域
交
流
拠
点
整
備
計
画
(平
成
2
8
年
8
月
策
定
)】

橋
本
駅
周
辺
「
産
業
の
活
力
と
賑
わ
い
が
あ
ふ
れ
る
交
流
拠
点
」

○
交
流
ゲ
ー
トや
情
報
発
信
拠
点
と
し
て
の
ま
ち
づ
く
り

○
リ
ニ
ア
駅
と
の
近
接
性
を
生
か
し
、
産
業
交
流
拠
点
や
イ
ン
キ
ュ
ベ
ー
シ
ョ
ン
拠
点
と
し
て
の

機
能
集
積

相
模
原
駅
周
辺
「
安
心
と
ゆ
と
り
の
あ
る
文
化
・
行
政
が
集
積
す
る
中
枢
業
務
拠
点
」

・
多
様
な
交
流
機
能
を
備
え
た
新
市
街
地
の
形
成

・
ス
ポ
ー
ツ
レ
ク
リ
エ
ー
シ
ョ
ン
や
広
域
防
災
拠
点
と
し
て
の
ま
ち
づ
く
り

・
公
的
機
能
や
業
務
機
能
の
集
積

・
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
機
能
や
新
産
業
の
支
援
機
能
、
ス
ポ
ー
ツ
・
ア
ー
ト
等
の
文
化
交
流
機
能
の

集
積

-7
-

- 16 -



○
上
位
計
画
等

【
相
模
原
市
広
域
交
流
拠
点
整
備
計
画
(平
成
2
8
年
8
月
策
定
)】

○
土
地
利
用
計
画

○
市
街
地
整
備
計
画

段
階

的
な

整
備

<短
期
・
中

期
（

リ
ニ
ア

中
央
新
幹
線
開
業

を
目
途
と
し
て
）

>
・

相
原
高

校
用

地
を
中
心
と
し
た

「
優
先
的
に
土
地
利
用

を
図
る

地
区
」
に
お

い
て
ま
ち
づ
く
り
を
行
う

。
・

整
備
手

法
に

つ
い
て
は
、
街
路
事
業

と
土
地
区
画
整
理
事
業
を

中
心
に
検
討

を
進
め
る
。

・
土

地
利

用
は
、
都
市
基
盤
整
備

を
ま
ち
づ
く
り
の
ス
タ
ー
ト
と

し
て
、
民
間

事
業
者

を
中
心
に

都
市
機
能
の
集
積

を
図
る

。
-8

-

駅
南

口
は

、
重

点
的

に
検

討
が

必
要

な
地

区
と

し
て

、
平

成
3
9
年

の
リ

ニ
ア

中
央

新
幹

線
の

開
業

を
見

据
え

た
ま

ち
づ

く
り

を
目

指
す

- 17 -



○
将
来
イ
メ
ー
ジ

①

②
「
シ
ン
ボ
ル
広
場
」
の
イ
メ
ー
ジ

①
「
交
流
・
賑
わ
い
軸
」
な
ど
の
イ
メ
ー
ジ

②

※
施
設
配
置
や
高
さ
な
ど
は
検
討
中
で
あ
り
、
今
後
変
更
の
可
能
性
が
あ
る
。
資
料
：
相
模
原
市
広
域
交
流
拠
点
整
備
計
画
(平
成
2
8
年
8
月
)

-9
-

※
平
成

29
年
３
月
７
日
の
審
議
時
の
予
定
で
あ
り
、
現
時
点
の
も
の
と
は
異
な
り
ま
す
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○
関
係
者
の
意
向
等

-1
0-

意
向

等

・
橋

本
・

相
模
原
両
駅

の
拠
点
性
を
高
め

、
将
来

的
な

リ
ニ
ア
停
車

本
数

増
に

つ
な
げ
た
い

・
リ

ニ
ア

駅
と
在
来
線

の
乗
換
利
便
性
向
上

、
駅

周
辺
の

賑
わ

い
形

成
等

タ
ー

ミ
ナ
ル
機
能
の
強
化
の
た
め
に
は
京

王
駅
移

設
の

必
要
性
は
高
い

・
基

盤
整

備
手
法

と
し
て

UR
施
行
に
よ
る
土

地
区

画
整
理

事
業

実
施
に
期

待

相
模

原
市

・
リ

ニ
ア

開
業
に
よ
る

神
奈
川
県
全
体
の

地
域
の

発
展
・

活
性

化
に

期
待

・
相

模
原

市
の
ま
ち
づ
く
り
に
協
力

す
る
た
め

、
UR

施
行
に
よ

る
県
立

相
原

高
校
敷
地
を
含
む
土
地
区
画
整
理
事
業

を
要
請

神
奈

川
県

・
市

の
整

備
計
画

を
踏
ま
え

、
リ
ニ
ア
開

業
を
契

機
と

し
た
駅

移
設
に

協
力

、
併
せ
て
駅
機
能
の
強
化

は
メ
リ
ッ
ト

と
認
識

京
王

電
鉄

・
H3

9年
度
リ
ニ
ア

中
央
新
幹
線
開
業

を
目

指
し

、
県
か

ら
駅

部
の
権

利
を

取
得

予
定

JR
東

海

- 19 -



○
当
地
区
ま
ち
づ
く
り
に
係
る
Ｕ
Ｒ
の
役
割
と
取
組
み
案

-1
1-

①
「
行
政
の
ま
ち
づ
く
り
支
援
」

橋
本
駅
周
辺
に
係
る
各
種
計
画
策
定
・
事
業
を
ト
ー
タ
ル
に
支
援

②
「
基
盤
整
備
」
（
土
地
区
画
整
理
事
業
の
実
施
）

県
・
市
の
要
請
に
基
づ
き
、
「
優
先
的
に
土
地
利
用
を
図
る
地
区
」
で
土
地
区
画
整
理

事
業
を
施
行
(Ｕ
Ｒ
施
行
)

・
拠
点
形
成
を
支
え
る
イ
ン
フ
ラ
整
備
（
駅
前
広
場
整
備
等
）

・
換
地
に
よ
っ
て
街
区
を
整
形
化

・
リ
ニ
ア
駅
、
京
王
駅
移
設
と
の
工
程
調
整
等
に
よ
る
関
連
事
業
全
体
の
実
施

③
「
拠
点
形
成
」
（
ビ
ル
ド
ア
ッ
プ
支
援
）

拠
点
形
成
（
商
業
・
業
務
・
産
業
交
流
施
設
）
の
た
め
、
保
留
地
及
び
県
有
地
の
譲
渡

支
援
を
実
施

- 20 -



①
事
業
手
法

土
地
区
画
整
理
事
業
（
機
構
施
行
：
法
3
条
の
2
）

②
地
区
面
積

約
1
4
.3
ｈ
ａ

③
地
権
者

神
奈
川
県
、
相
模
原
市
、
J
R
東
海
（
予
定
）
、
京
王
電
鉄
、
東
京
電
力
、

個
人
（
2
1
名
）

④
事
業
期
間

Ｈ
3
1
～
Ｈ
4
0
年
度
（
予
定
）
（
清
算
期
間
は
含
め
な
い
）

⑤
土
地
利
用
計
画
・
減
歩
率
等

○
整
理
前
後
面
積

○
概
算
減
歩
率
約
3
2
％

○
土
地
区
画
整
理
事
業
の
概
要

○
保
留
地
面
積
約
1
.6
ha

整
理
後

整
理
前

4
.4
ha

2
.2
ha

公
共
用
地

3
.5
ｈ
a

1
.4
ha

道
路

0
.9
ha

0
.8
ha

広
場
等

9
.9
ha

1
2
.1
ha

宅
地

1
4
.3
ha

1
4
.3
ha

合
計

-1
2-

※
平
成

29
年
３
月
７
日
の
審
議
時
の
予
定
で
あ
り
、
現
時
点
の
も
の
と
は
異
な
り
ま
す
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4
0
～

3
9

3
8

3
7

3
6

3
5

3
4

Ｈ
3
3

Ｈ
3
2

Ｈ
3
1

Ｈ
3
0

Ｈ
2
9

Ｈ
2
8

年
度

都 市 計 画 等 区 画 整 理 関 連 事 業

○
予
定
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

都
市
計
画

手
続

き

-1
3-

大
規
模

事
業
評
価

評
価
公
表

都
市
計
画
決
定

（
区
画
整
理
・
街
路

・
自
由
通
路
）

都
市
計
画
決
定

（
用
途
容
積

・
地
区
計
画
等
）

都
市

計
画

手
続
き

駅
総

合
改

善
事
業

自
由

通
路

整
備

リ
ニ

ア
駅
設

計
・
工
事

等
（

JR
東
海
）

事
業
認
可

基
盤
工
事

仮
換
地
指
定

換
地

設
計

等
認

可
手

続
き

○
関
連
事
業
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
想
定

○
大
規
模
事
業
評
価
と
は
市
の
行
政
評
価
制
度
の
一
種
。
事
業
の
必
要
性
・
妥
当
性
等
に
つ
い
て
検
証
し
、
市
民
や
専
門
家
な
ど
の
意
見

を
聴
い
た
上
で
、
慎
重
に
事
業
の
対
応
方
針
を
決
定
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
、
都
市
計
画
説
明
会
等
の
前
ま
で
に
評
価
を
実
施
。

リ ニ ア 中 央 新 幹 線 開 業 ・ 基 盤 整 備 概 成
街
区
開
発

事 業 評 価 監 視 委 員 会

高
校
開
設

（
予
定
）

※
平
成

29
年
３
月
７
日
の
審
議
時
の
予
定
で
あ
り
、
現
時
点
の
も
の
と
は
異
な
り
ま
す
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適 合
・
都
市
再
生
緊
急
整
備
地
域
「
相
模
原
橋
本
駅
周
辺
・
相
模
原
駅

周
辺
地
域
」
の
区
域
（
H
2
7
.7
区
域
拡
大
）

国
の

関
与

す
る
計

画

適 合

・
相

模
原
市

の
要
請

文
に

「
リ
ニ
ア

新
駅
設
置

を
契

機
と
し
た
首

都
圏

南
西
部

に
お
け

る
広
域
交
流
拠

点
整
備

に
向
け

、
平
成
２
８

年
８

月
に
策
定

し
た

「
相
模
原
市
広

域
交
流
拠
点
整

備
計
画

」
に

相
応

し
い

土
地
利
用

の
実
現

と
基
盤

整
備

を
図
る
た

め
、
機
構
に

対
し

土
地
区
画
整
理

事
業

の
施
行

を
要
請

す
る
」
の

記
載
が
あ
り

、
妥

当
と

判
断

地
方

公
共

団
体
の

意
向

適 合

・
最

大
の
地
権
者

で
あ
る

神
奈
川
県

の
要
請
文

に
「

公
共
施
設
整

備
と

土
地
利
用
転
換

の
一
体
的

な
推

進
や

民
間
開
発

事
業

の
適
切

な
誘

導
を
図

る
こ
と

と
し
て
お
り

、
そ
の
た
め

都
市

再
生

に
関
す

る
豊

富
な
実
績

・
経

験
と

公
平
中
立

的
な

立
場
で
あ

る
貴
機
構
が

有
す

る
土
地
区
画
整

理
事
業

の
施
行

権
能

が
必
要
で

あ
る

」
の
記

載
が

あ
り
、

妥
当
と

判
断

地
権

者
等

の
意

向

○
都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
①
（
民
間
都
市
再
生
事
業
支
援
） -1

4-
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適 合

・
機
構

が
土
地
区
画

整
理

事
業
に
よ

り
、

公
共
施

設
及
び

敷
地
の
整

備
を

行
い

、
民
間
事
業

者
に
よ

る
街
区

開
発

等
を
通

じ
て
、

地
域
整

備
方

針
や
整

備
計

画
等
に
沿

っ
た

多
様

な
機

能
が
集
積

さ
れ
、

広
域
交

流
拠

点
が
形

成
さ
れ
る

・
民

間
建
設
投

資
誘

発
・

交
通

結
節
点

機
能
の

強
化

・
必

要
な
都

市
基

盤
施

設
の

整
備

政
策

実
現

効
果

適 合

・
業
務

方
法

書
第
２
条

の
５

第
１

項
第

五
号
イ
（

事
業
の

長
期
化
の

お
そ
れ

が
あ

る
等
の

事
業
に
内

在
す
る

リ
ス

ク
が
軽

減
さ

れ
る

こ
と
）

及
び
ロ

（
機

構
の
有

す
る
中
立

性
・

公
平

性
の
活
用

が
図
ら

れ
る
こ

と
）

に
該
当

民
間

事
業

者
支

援
の

内
容

適 合

・
事
業

実
施
に
伴

い
大
規

模
な
公
共

施
設

整
備
が

必
要
で

あ
る
こ

と
等

か
ら

、
機

構
が
有

す
る
土
地

区
画
整

理
事

業
の
施

行
権

能
が

必
要
で

あ
り

、
公

募
に

同
意

し
な

い
旨

の
相
模

原
市

の
意
向

が
確

認
で

き
た

た
め
、

公
募

は
不

要

機
構

に
代

わ
る
民

間
事

業
者
公

募
の

実
施

適 合
・

事
業

実
施
に
伴

う
想
定

キ
ャ
ッ
シ

ュ
フ

ロ
ー
の
正

味
現

在
価
値

及
び

事
業

収
支
は
と
も
に

適
正

に
確
保

さ
れ

て
い

る
事
業

採
算

性

適
合

確
認
結
果

○
都
市
再
生
事
業
実
施
基
準
へ
の
適
合
②
（
民
間
都
市
再
生
事
業
支
援
） -1

5-
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